
（単位：件）

北海道 6,945 3,380 3,565

青森県 492 291 201

岩手県 1,178 1,051 127

宮城県 2,251 2,071 180

秋田県 1,477 1,037 440

山形県 1,421 709 712

福島県 3,841 3,496 345

茨城県 1,765 1,194 571

栃木県 1,551 979 572

群馬県 1,529 770 759

埼玉県 225 118 107

千葉県 1,647 939 708

東京都 192 189 3

神奈川県 966 413 553

新潟県 5,062 3,692 1,370

富山県 1,331 899 432

石川県 3,985 3,412 573

福井県 6,271 6,110 161

山梨県 6,243 5,328 915

長野県 12,054 9,754 2,300

岐阜県 3,267 2,422 845

静岡県 2,446 1,858 588

愛知県 1,400 1,251 149

三重県 1,620 1,086 534

滋賀県 1,552 1,170 382

京都府 1,824 923 901

大阪府 190 183 7

兵庫県 4,051 3,538 513

奈良県 1,277 1,062 215

和歌山県 6,253 4,311 1,942

鳥取県 5,770 5,370 400

島根県 6,585 4,164 2,421

岡山県 5,374 3,681 1,693

広島県 3,582 3,270 312

山口県 4,758 4,075 683

徳島県 1,515 1,207 308

香川県 1,522 1,522 0

愛媛県 1,335 1,202 133

高知県 8,276 6,552 1,724

福岡県 2,659 1,497 1,162

佐賀県 2,256 2,109 147

長崎県 2,021 1,735 286

熊本県 3,690 2,751 939

大分県 2,891 1,935 956

宮崎県 2,249 1,421 828

鹿児島県 2,413 1,815 598

沖縄県 481 311 170

合計 141,683 108,253 33,430

相談件数
移住相談窓口 イベント

移住相談窓口等において受け付けた相談件数①



移住相談窓口等において受け付けた相談件数②

○ 各都道府県・市町村の移住相談窓⼝等において平成27年度中に受け付けた相談件数は、全体で
約142,000件となっている。
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移住相談窓口等に相談を寄せた移住希望者の関心事項

○ 各都道府県・市町村の移住相談窓⼝等に相談を寄せた移住希望者の関⼼事項としては、①住まい、
②仕事、③移住者⽀援制度の順となっている。

（複数回答可）
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12.その他

11.1〜10全般

10.インターネット環境

9.医療・福祉サービスの充実

8.地域住⺠との交流

7.交通の便

6.⽇常⽣活環境（買い物、図書館、上下⽔道等）

5.教育・⼦育て

4.気候・⾃然条件

3.移住者⽀援制度

2.仕事

1.住まい



（注） 各都道府県及び市町村における移住の実態等を把握するため聞き取り調査を実施

○ 調査期間
平成２７年度

○ 調査項⽬
・各都道府県及び市町村の移住相談窓⼝等において受け付けた相談件数
・各都道府県及び市町村の移住相談窓⼝等に相談を寄せた移住希望者の関⼼事項

※1 相談件数は、各都道府県及び市町村の移住相談窓⼝等において認知している件数を集計したものである。
※2 調査結果は、全1,788⾃治体のうち、熊本地震の影響等により回答ができなかった熊本県内の８市町村（熊本市、

⼤津町、南阿蘇村、⻄原村、御船町、嘉島町、益城町及び甲佐町）を除く、1,780⾃治体の回答結果をとりまとめた
ものである。


